
指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7

うち5か年

５か年

【農水】豪雨時に雨水
貯留機能を発揮し、人
命・財産の被害を防
止・最小化できる地域
等の水田（令和２年度
取組面積の約３倍）の
うち、田んぼダムの取
組面積の達成率①

KPI ％ 40（R2） 56 74 87
調
査
中

-
100
（R7）

中長期

【農水】流域治水プロ
ジェクトに位置付けら
れた田んぼダム
（50万ha（令和６年度末
時点））における取組完
了率（地域の共同活動
による防災・減災の取
組を含む。）②

補足
指標

％ 17（R5） - - 17
調
査
中

100
（R35）

-

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - - -

【【１－６】流域治水対策（水田の貯留機能向上）【農林水産省】 （１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

水田の貯留機能向上のための田んぼダム等に取り組む地域で実施される農地整備事業を推
進する。

KPI
＜KPI・指標の定義＞
①（田んぼダムの取組面積）/（豪雨時に雨水貯留機能を発揮し、人命・財産の被害を防止・最小化できる

地域等の水田の面積）×100
②（田んぼダムの取組面積）/（流域治水プロジェクトの流域において田んぼダムに取り組むこと

としている水田面積（Ｒ６時点））×100 

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

国や都道府県等の事業により対策着手の達成率が56％から87％に増大し、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素はない。

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 25,947 13,168 14,812 13,925 25,235 93,087

執行済額（国費） 25,492 13,079 14,318 264 53,154

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 目標値は、土地改良長期計画（計画期間令和３年～令和７年）に基づき設定。
・ 土地改良長期計画では、流域治水の推進として、田んぼダムに取り組む水田の面

積を令和２年の約３倍以上としている。

・ 土地改良長期計画の目標を達成を国土強靭化の中長期の目標値とし、５か年加
速化対策の目標値についても、土地改良長期計画の基づき、豪雨時に雨水貯留
機能を発揮し、人命・財産の被害を防止・最小化できる地域等の水田（令和２年度
取組面積の約３倍）のうち、田んぼダムの取組面積の達成率を100％とし設定して
いる。

・ 人命・財産の被害を防止・最小化できる地域等の水田とは、下流域の浸水被害リ
スクを低減させるため、水田に雨水を一時的に貯留することによって、被害の防止、
軽減が期待できる地域の水田面積である。また、最小化とは、水田に雨水を一時
的に貯留することによって、河川や水路の水位の急上昇を抑え、下流域の浸水被
害リスクを低減させることである。

・ 令和６年度末の時点で、KPIや目標値、対象箇所（分母）等の見直しの予定はない。

・ 補足指標として新たに中長期的な目標を設定した。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 事業の必要性、効率性、有効性等の観点から、事業費の経済性、農業被害の発
生状況等の評価を行い採択を行っている。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 激甚化・頻発化する自然災害に対応するため地域条件等を踏まえた緊急性（農業
被害の発生状況等）の評価を行い採択を行っている。

＜地域条件等＞

■災害発生リスク

日本全国において短時間強雨が
増加傾向にあることを踏まえ、特
に浸水リスクの低減が必要な地
域において、事業を実施している。

1

資料：気象庁HP「大雨や猛暑日など（極端現象）のこれまでの変化」
※棒グラフ（緑）は年毎の発生回数、折れ線（青）は５年移動平均値、

直線（赤）は期間にわたる長期変化傾向（トレンド）を示す

○アメダスで１時間降水量が50mm以上となった年間の回数
（1,300地点当たりの回数に換算）

※

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
「田んぼダム」について、地方公共団体、土地改良区等で認識違いがあり、普及拡大に支
障が生じていたことから、国職員が地方公共団体、土地改良区等を対象に「田んぼダム」説
明会を実施し、普及推進を図った。

＜目標達成見通し判断の考え方＞
予算執行に応じて田んぼダムの取組が推進され、それに伴って着実にKPI達成率
が進捗し、目標を達成できる見込み。

＜説明会実施状況＞

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
物価高や人件費の高騰、人手不足等の中においても、計画当初に想定した事業量
が実施可能となるよう、新技術等を活用したコスト縮減や工期短縮の取組を実施す
る。

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

田んぼダムの取組 令和９年度 令和７年度
土地改良長期計画に位置付けられた事業
量と毎年度の平均的な予算規模より算定

【１１－６】流域治水対策（水田の貯留機能向上）【農林水産省】 （２／４）

【「田んぼダム」のポイント】
※「田んぼダム」とは、小さな穴の開いた調整板などの簡単な器具を水田の排水口に取り付ける「取組」である。（「施設」で

はない。）
※水田に降った雨を一時的に貯留する取組である。（排水路や河川から水田に水を引き入れるものではない。）
※作物の生産に影響を与えない範囲で、農業者の協力を得て実施する取組である。

令和５年１月１日～12月31日で

全国 46回（web含む） 延べ4,265人 に対し説明会を実施

＜R5.８.17 北海道＞

＜R5.12.21 山梨県＞

＜R5.８.29 島根県＞

0

K
P
I

達
成
率 【KPI①】 豪雨時に雨水貯留機能を発揮し、人

命・財産の被害を防止・最小化できる地域等の
水田（令和２年度取組面積の約３倍）のうち、
田んぼダムの取組面積の達成率

1

2

100％

■本対策により、完了時期を２年前倒し
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221 
244 
259 
272 
293 
324 
472 
533 
620 
738 
894 

1,467 
1,812 
2,094 
2,151 
2,188 

3,776 
4,834 

16,429 

茨城

富山

滋賀

青森

福岡

鳥取

香川

福島

熊本

岩手

千葉

宮城

兵庫

福井

佐賀

秋田

山形

栃木

新潟

北海道

４４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

○ 農地整備事業等を通じて、令和６年３月末時点で全国8.7万haで取り組まれている。（令和２年度時点 約４万haから＋4.7万ha増加）

効果事例

５か年加速化対策等により、農地整備事業等を通じて流域治水対策の一つである「田んぼダム」を推進。
※「田んぼダム」とは、小さな穴の開いた調整板などの簡単な器具を水田の排水口にとりつけて、流出量を押さえることで水田の雨水貯留機能の強化を図り、周辺の農地・集落や下流域の浸水被害リスクの低減を図る取組

取組状況

【１１－６】流域治水対策（水田の貯留機能向上）【農林水産省】 （３／４）

○ 全国109の一級水系のうち85の水系の流域治水プロジェクトに「田んぼダム」が位置付けられており、流域治水の推進に寄与している

【「田んぼダム」が流域治水プロジェクトに位置付けられている一級水系】 【田んぼダムの実証事業結果】

R6.3

令和６年４月時点 ・「田んぼダム」を実施した水田では排水路の水位上昇が0.08ｍ（未実施0.15ｍ）と、約50％低減された。

3

46,040

整備局 水 系

北海道 石狩川、後志利別川、尻別川、鵡川、沙流川、天塩川、留萌川

東北
名取川、鳴瀬川、北上川、馬淵川、高瀬川、岩木川、米代川、雄物川、子吉川、
最上川、赤川、阿武隈川

関東 荒川、利根川、那珂川、相模川

北陸
荒川、阿賀野川、信濃川、関川、姫川、黒部川、神通川、庄川、小矢部川、手取川、
梯川

中部 狩野川、菊川、天竜川、矢作川、庄内川、木曽川、鈴鹿川、雲出川、櫛田川、宮川

近畿 大和川、淀川、加古川、楫保川、円山川、由良川、北川、九頭竜川

中国 旭川、高梁川、佐波川、高津川、江の川、斐伊川、日野川、天神川、千代川

四国 吉野川、那賀川、仁淀川、肱川、土器川

九州
遠賀川、山国川、大分川、大野川、番匠川、五ヶ瀬川、大淀川、小丸川、肝属川、
川内川、球磨川、緑川、白川、菊池川、矢部川、筑後川、嘉瀬川、六角川、松浦川

＜災害外力に関するデータ＞
大崎市管内では、平成27年９月

の関東・東北豪雨、令和元年10

月の東日本台風により深刻な浸

水被害が発生。

＜取組状況＞
農地整備で整備した排水桝に「田んぼダム」用の堰板を設置し、「田んぼダム」の推進

を行い、浸水被害の軽減。

44

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）農業競争力強化農地整備事業 下野目東部地区（宮城県大崎市））

宮城県大崎市は、北上川下流域に位置し、平成27年９月の関東・東北豪雨、令和元年10月の東日本台風による大雨により地域が冠水。そのため、大崎市では流域治水対策の一環である「田んぼダム」
の実施の機運が高まり、農地整備で排水桝等の整備を実施（「田んぼダム」用堰板は大崎市単独事業で設置）。「田んぼダム」実施によるシミュレーション結果では、実施地区からの排水量について約
74％のピークカット効果が見込まれ、地域の浸水被害の軽減に寄与している。北上川水系の流域治水プロジェクトにも「田んぼダム」が位置付けられており、引き続き「田んぼダム」を推進していく必要が
ある。

＜当該エリア内の関連施策の実施状況＞
令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水に

甚大な被害が発生したことを踏まえ、北上水系においては、

河川整備に併せて、間伐等の森林整備、流木・土砂流出抑

制等の治山対策や農地等の活用などの流域治水対策の取

組を実施。

＜効果発現に関するデータ＞

「田んぼダム」実施によるピークカット効果をシミュレーションにて算定。実施地区からの排水量について約74％のピークカット効果

が見込まれ、地域の洪水防止に寄与。

【１１－６】流域治水対策（水田の貯留機能向上）【農林水産省】 （４／４）

気候変動の影響に伴う災害の頻発化・激甚化が顕著となる中、近年、短時間強雨の発生頻度が増加してお
り、浸水被害の発生件数も増加傾向。
また、国土交通省のシミュレーションでは、今後気温が２℃上昇すると洪水発生頻度が２倍程度に増加。

流域治水対策の一環として、面的に広がる水田（約230万ha）を活用し、低コストで実施可能で、実施地域の
ほか下流域における浸水被害リスクの低減効果が見込まれる「田んぼダム」を推進。
そのため、農地整備事業を通じて、「田んぼダム」実施に必要な堅固な畦畔、貯留した雨水を迅速に排水で
きる落水口等の整備を継続的に実施。

１時間降水量50mm以上の年間発生回数 あらゆる関係者が共同して行う「流域治水」

【モデル地区概要】

出典：
宮城県資料

【北上川水系流域治水プロジェクト（流域治水の具体的な取組）※北上川下流】

出典：国土交通省HPより

※

田んぼダムの効果（シミュレーション値）
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【【１－７】流域治水対策（国有地を活用した遊水地・貯留施設の整備加速）【財務省】 （１／２）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

激甚災害への対応を強化するため、未活用の国有地を活用し遊水地・貯留施設の整備に取り組む。具体
的には、浸水被害防止が困難な特定都市河川の流域等で地方公共団体が整備を行う場合に、国有地を
減免して貸付できるよう、制度の見直しを検討し、水災害への対応強化に取り組む。

KPI

※

＜KPI・指標の定義＞
【KPI・補足指標】
①中長期目標50箇所に対する遊水地・貯留施設の整備の割合
②治水関連の計画が策定される見込みがある国有地21件に対する計画策定数の割合

＜対策の推進に伴うKPIの変化>
・浸水被害防止が困難な特定都市河川の流域等で地方公共団体が雨水貯留浸透施
設の整備を行う場合に、国有地を無償で貸し付け又は譲与することが可能となるよう、
令和３年に特定都市河川浸水被害対策法を改正。整備の促進に向けて財務局が国
有地の情報提供を実施。
・これらの対策により整備件数の増加を図る。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
・遊水地・貯留施設の整備は、地方公共団体等の整備に向けた検討・調整の進捗等
による。そのほか、貯留施設の整備は、特定都市河川の指定状況にもよる。

指標
位置
づけ

単位
現状値
（年度）

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

中長期
①国有地を活用した遊
水地・貯留施設の整備
率

補足
指標

％
14

（R6）
8 10 10 14 100（-） -

中長期

②遊水地・貯留施設の
整備に活用可能な国
有地が存在する河川
流域において、流域水
害対策計画等の治水
関連の計画が策定さ
れた割合

補足
指標

％ - - - - 33 100(R14) -

５か年
①国有地を活用した遊
水地・貯留施設の整備
率

KPI ％
14

（R6）
8 10 10 14 - 10 （R7）

中長期 - - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6 R7 累計

インプット

予算額（国費） - - - - - -

執行済額（国費） - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 「激甚災害への対応を強化するため、未活用の国有地を活用し遊水地・貯留施設の整備に取
り組む。具体的には、浸水被害防止が困難な特定都市河川の流域等で地方公共団体が整備
を行う場合に、国有地を減免して貸付できるよう、制度の見直しを検討し、水災害への対応強
化に取り組む」とされており、この制度改正に加え、河川流域等に所在する国有地の情報を地
方公共団体等に提供することによって、令和7年度までのできるだけ早い時期に、国有地を活
用して全国で50箇所の遊水地・貯留施設の整備に向けた対応に取り組んできたところ。

・ 他方で、個々の施設整備に当たっては、地方公共団体等の整備に向けた検討状況等の進捗
によるため、そうした進捗状況を踏まえ、目標値を変更。

・ なお、引き続き、全国に所在する国有地において施設整備を進める観点から、中長期的な目
標として整理。

予算投入に
おける配慮
事項

・なし

地域条件
等を踏まえ
た対応

・河川流域等に所在する国有地の情報を地方公共団体等に対して積極的な情報提
供等を行うことにより、対策を推進する。

1

③目標達成に向けた工夫
＜直面した課題と対応状況＞
・浸水被害防止が困難な特定都市河川の流域等で地方公共団体が整備を行う場合に、国有地を無償で貸し付
け又は譲与することが可能となるよう、国土交通省において令和３年に特定都市河川浸水被害対策法を改正。
・河川流域等に所在する国有地の情報について、地方公共団体等に提供。
・財務局において流域水害対策協議会等への参画を進めるとともに、整備の要望があった地方公共団体等に
対しては相談に応じる等、取組を推進。
・こうした取組により、貯留施設の整備等が進捗。
・なお、個々の施設整備に当たっては、特定都市河川の指定状況や地方公共団体等の整備に向けた検討状
況等の進捗によるところであり、整備まで一定の時間を要している場合もある。

＜コスト縮減等の取組例＞
該当なし

④目標達成の見通し

達成見通し □達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 達成は困難

＜目標達成見通し判断の考え方＞

・個々の施設整備に当たっては、特定都市河川の指定状況や地方公共団体等の整備に向けた検討状況等の
進捗にもよるため、足元の整備状況を踏まえると、旧目標の達成は困難と見られる。
・他方で、遊水地・貯留施設の整備加速のために、国有地の無償貸付・譲与を可能とする制度改正を行ったほ
か、国有地の情報提供等を進めているところであり、全国で50か所の遊水地・貯留施設の整備という中長期の
目標に向け引き続き取組を進めていく。

＜地域条件等＞
上記のとおり

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
・上記のとおり

＜加速化・深化の達成状況＞
・全国で50か所の遊水地・貯留施設の整備という中長期の目標に向け引き続き取組を進めていく。

【【１－７】流域治水対策（国有地を活用した遊水地・貯留施設の整備加速）【財務省】 （２／２）

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

2

・制度改正や情報提供等の取組を進めているところであるが、個々の施設整備に当たっては、特定都市河川の指定状況や地方公共団体等の整
備に向けた検討状況等の進捗にもよるところであり、引き続きこうした進捗状況も確認しつつ、整備促進に向けた取組を進めていく。

４．整備事例

①取組状況
・浸水被害防止が困難な特定都市河川の流域等で地方公共団体が整備を
行う場合に、国有地を無償で貸し付け又は譲与することが可能となるよう、
国土交通省において令和３年に特定都市河川浸水被害対策法を改正。
・河川流域等に所在する国有地の情報について、地方公共団体等に提供。
・財務局において流域水害対策協議会等への参画を進めるとともに、整備
の要望があった地方公共団体等に対しては相談に応じる等、取組を推進。

①全国における取組状況

所在地 施設名 調整流量 自治体名

静岡県
静岡市

雨水貯留浸透施設 800㎥ 静岡市

東京都
世田谷区

雨水貯留浸透施設 732㎥ 世田谷区

東京都
武蔵村山市

雨水貯留浸透施設 369㎥ 武蔵村山市

大阪府
寝屋川市

雨水貯留浸透施設 48㎥ 寝屋川市

大阪府
東大阪市

雨水貯留浸透施設 973㎥ 東大阪市

②取組事例

・雨水貯留浸透施設を設置することにより、合流する河川の水量を少なくすることができ、下流域への浸水被害を未然に防ぐ効果が期待される。

期待される効果

②個別地域の事例（静岡市北才光寺公園）

①財産の概要
所在地：静岡市葵区北三丁目
１６５８番１
面 積：３，６９３．７０㎡
使用料：無償にて貸付

②整備概要
本公園は公園全体の表面に400㎥の雨水を一時的に

貯留させることで、下流の河川に流れ込む雨水の流量
を抑制しているが、公園の地下部分に雨水貯留浸透施
設を新たに設置することにより、更に400㎥の雨水貯留
を可能とするもの。

整備前 整備後 現地写真
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【【２】防災重点農業用ため池の防災・減災対策【農林水産省】 （１／４）
１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

近年増加している自然災害に備え、防災重点農業用ため池の劣化状況評価、地震・豪雨耐
性評価、統廃合を含む防災工事を推進する。

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 21,250 20,000 28,235 22,280 6,503 98,268

執行済額（国費） 20,995 19,755 26,338 248 67,339

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・防災重点農業用ため池※１の決壊による水害その他の災害から国民の生命及び財
産を保護するため、ため池工事特措法※２基づき、防災重点農業用ため池に係る防
災工事等※３を集中的かつ計画的に推進している。

・防災重点農業用ため池については、都道府県が策定する推進計画に沿って、優先
度の高いものから防災工事等を進めている。

・ため池工事特措法の有効期間の前半５年間（R3～R7年度）に都道府県が劣化
状況評価に着手する防災重点農業用ため池を、特に緊急性の高いため池防災重
点農業用ため池とし、「特に緊急性の高い防災重点農業用ため池における防災対
策着手（劣化状況評価着手）の達成率」を測定指標として設定。

・さらに、防災工事が完了するまでの当面の間、緊急時の迅速な避難行動につなげ
るためのソフト対策の測定指標として、「ハザードマップ等ソフト対策を実施した防災
重点農業用ため池の割合」を設定。

・補足指標として新たに中長期的な目標を設定した。
※１ 決壊した場合の浸水想定区域の住宅や公共施設が存在し、人的被害を与えるおそれの

あるため池として、都道府県知事が指定したため池
※２ 防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特別措置法
※３ 防災工事並びに劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価

予算投入に
おける配慮
事項

・ 事業の必要性、効率性、有効性等の観点から災害発生時の影響や過去の災害の
発生頻度等の評価を行い、優先性の高い地区を採択している。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 激甚化・頻発化する災害に対応するため、各地の地域特性や浸水被害想定など
地域条件を踏まえた計画を作成し、事業を実施している。

＜地域条件等＞

1

地域条件等＞

＜KPI・指標の定義＞

①（当該年度までに防災対策（劣化状況評価）に着手した防災重点農業用ため池の箇所数）／（R3～R7年度
　　に防災対策に着手する防災重点農業用ため池の箇所数）×100
②（ハザードマップ等ソフト対策を実施した防災重点農業用ため池の箇所数）／（防災重点農業用ため池の箇
　　所数）×100
③（当該年度までに防災工事に着手した防災重点農業用ため池の箇所数）／（R5年度末時点で防災工事等推進計画に防災工
　　事（廃止工事を含む）を実施するものとして位置付けられた防災重点農業用ため池の箇所数＝約9,000か所）×100
④（当該年度までに防災工事が完了した防災重点農業用ため池の箇所数）／（R5度末時点で防災工事等推進計画に防災工事
　　(廃止工事を含む)を実施するものとして位置付けられた防災重点農業用ため池の箇所数＝約9,000か所）×100
⑤（当該年度までに劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価が完了した防災重点農業用ため池の箇所数）／（R5年度末時点で　
　　防災工事等推進計画に位置付けられた劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価を行う防災重点農業用ため池の箇所数＝
　　約51,000か所）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
都道府県や市町村等の事業により、防災重点農業用ため池の防災工事等を実施することで、KPI・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
防災重点農業用ため池の指定箇所数は、廃止工事の進捗等により変動がある。

KPI

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か
年

【農水】特に緊急性の高い防災重点農業用
ため池における防災対策着手の達成率
（①）

KPI ％ 19（R2） 51 72 88
調
査
中

-
100
（R7）

中
長
期

【農水】ハザードマップ等ソフト対策を実施し
た防災重点農業用ため池の割合（②）

補足
指標

％ 72（R2） 83 89 94
調
査
中

100
（R12）

-

【農水】全国の防災重点農業用ため池（約
53,000か所（令和５年度末時点））のうち、
防災対策の優先度の高い防災重点農業用
ため池（防災工事等推進計画に位置付け
のある約9,000か所（令和５年度末時点））
における防災工事の着手率（③）

補足
指標

％ 46（R5） - - 46

調
査
中

100
(R12)

-

【農水】全国の防災重点農業用ため池（約
53,000か所（令和５年度末時点））のうち、防
災対策の優先度の高い防災重点農業用た
め池（防災工事等推進計画に位置付けの
ある約9,000か所（令和５年度末時点））にお
ける防災工事の完了率（④）

補足
指標

％ 30（R5） - - 30

調
査
中

100
(R17)

-

【農水】全国の防災重点農業用ため池(約
53,000か所(令和５年度末時点))のうち、た
め池工事特措法に基づく推進計画に位置
付けのある防災重点農業用ため池(廃止工
事を実施するものを除く約51,000か所(令和
５年度末時点))の劣化状況、地震・豪雨耐
性評価の完了率（⑤）

補足
指標

％ 67（R5） - - 67

調
査
中

100
(R12)

-

※

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞

＜工期短縮の取組例＞

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

特に緊急性の高い防災重点農
業用ため池における防災対策

令和11年度 令和７年度
土地改良長期計画に位置付けられた事業
量と毎年度の平均的な予算規模より算定

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞

【２２】防災重点農業用ため池の防災・減災対策【農林水産省】 （２／４）

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
物価高や人件費の高騰、人手不足等の中においても、計画当初に想定した事業量
が実施可能となるよう、新技術等を活用したコスト縮減や工期短縮の取組を継続す
る。

予算の執行に応じて、毎年度、防災重点農業用ため池における防災対策の着手が進
んでおり、それに伴って着実にKPI達成率が進捗し、目標を達成できる見込み

1

2

3

K
P
I

達
成
率

100％

【KPI①】 特に緊急性の高い防災重点農業
用ため池における防災対策着手の達成率

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰、人手不足等に対応するため、新技術等を活用したコスト
縮減や工期短縮の取組を実施している。
また、新技術を活用することにより、安全性・耐震性の向上が図られている。

本対策により完了時期を４年前倒し

柔構造耐震性プレキャスト底樋によるため池の強靭化の事例

従来の工法との比較 底樋管敷設状況

取組例＞

工期短縮事例（宮城県白石市逆上川ため池）

底樋を従来のコンクリート現場打ち（ヒューム管巻立て）による改修ではなく、工場製作
の二次製品を活用した工法とすることで約30日工期を短縮した。
また、本工法は以下の効果もある。

・パイピングホール（水みち）の抑止
馬蹄形の断面形や、継手部への基礎パネルやベントナイトの敷設等により、パイ
ピングホール（水みち）が生じにくい構造になっている。

・地震時の安全性の向上
製品の継ぎ目に耐震性ゴムリング材を用いた柔構造であるため、レベル2地震動
（当該地域における最大級の地震）に対応した耐震性能を有している。

・優れた止水性能と不同沈下への追従
継ぎ手部に高い止水性能を有する耐震性ゴムリングを採用することで、堤体の不
同沈下に対して柔軟に追従する止水性能を有している。

これにより、ため池の安全性確保のため、底樋の安全性・耐震性が向上し、国土強靱化に
資する工法である。

工期短縮取組事例
（逆川上ため池）

5

4
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【【２】防災重点農業用ため池の防災・減災対策【農林水産省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

○洪水吐きの拡幅 ○法面保護・緊急放流ゲートの設置○堤体の嵩上げ・拡幅

遠隔監視機器の設置

水位データ

監視カメラの映像

○遠隔監視機器の設置

• 洪水吐きの流下能力を大幅に強化

• 令和５年６月の大雨時（55mm/時）

に被害なし

想定被害額 影響を受ける
住宅

対策なし
（決壊した場合）

3.6億円 19戸

対策あり 被害なし 被害なし

※事業により見込まれる効果

堤体補強、洪水吐きの断面確保により、

豪雨や地震によるため池の決壊リスク

を軽減

法面保護

緊急放流ゲート

愛媛県松山市半地池徳島県吉野川市塚池和歌山県橋本市倉谷池

堤体の改修や緊急放流ゲートの設置

等により、豪雨や地震によるため池

の決壊リスクを軽減

監視カメラ等による遠隔監視体制を強化する
など地域の防災・減災力を向上。
現場に直接行かず、現場から離れた事務所の
パソコンから、ため池の画像や水位情報をリ
アルタイムに遠隔で確認が可能。

徳島県吉野川市塚池

防災重点農業用ため池については、ため池工事特措法に基づき、都道府県が策定する推進計画に沿って、防災工事等の集中的かつ計画的な実施を推進している。また、防災工事が完了するまでの
当面の間、緊急時の迅速な避難行動につなげるハザードマップの作成や水位計等による遠隔監視の取組など、ハード対策とソフト対策を組み合わせて対策を推進している。

【【２】防災重点農業用ため池の防災・減災対策【農林水産省】 （４／４）

4

４４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

時間雨量50mmを超える短時間強雨の発生件数が増加して

おり、気候変動の影響による水害の更なる頻発化・激甚化が懸
念されているほか、南海トラフ地震等の大規模地震の発生する
おそれがあるため、ため池周辺地域の被害を未然に防止する
ための取組を推進する必要がある。

令和２年10月にため池工事特措法が施行され、防災重点農
業用ため池については、都道府県が策定する防災工事等推進
計画に沿って、防災工事等の集中的かつ計画的な実施を支援
しているが、防災工事が完了するまでの当面の間、緊急時の
迅速な避難行動につなげるハザードマップの作成を行うなど、
ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせて、対策を推進す
る必要がある。

秋田県男鹿市の真山２号ため池は、平成25年９月の台風18号により堤体が決壊し、堤頂部分を生活道路として利用している集落が孤立。 堤体の改修や洪水吐きの流下能力を強化する整備を実施し
たことにより、令和４年８月の大雨時においても、ため池の決壊等による被害は発生しなかった。

＜取組状況＞
堤体の改修

洪水吐き越流幅幅 11.00m洪

(

越流

((((((整備前

流幅幅

前前前前前 3.25m)

35.3mm/hr

109.1mm/hr

64.5mm/hr

0

20

40

60

80

100

120

R4 8
(5.24m3/s)  (16.19m3/s) (13.96m3/s)

＜災害に関する外力のデータおよび効果発現＞
洪水吐きの流下能力を強化したため、最大時間雨量64.5

㎜を記録した令和４年8月の大雨時にも被害なし。

＜過去の被害＞
最大時間雨量49mmを記録した平成25年９月の台風

18号により、堤体が決壊。６戸15人が孤立。

洪水吐きの拡幅

洪水吐き越流幅： 3.25mm ⇒⇒ 11.00m
洪水吐き能力： 5.24m3/ss ⇒⇒ 16.19m3/s

（約３倍）

ハザードマップの作成

万が一、ため池が決壊した場合の備えとして、
安全な避難行動につなげるために作成

震度の最大値の分布図
（出典： 内閣府 南海トラフの巨大地震モデル検討会 資料）

決壊した堤体（ため池内部より）

決壊した堤体（堤頂右岸側より）

令和４年８月の大雨時

全国１時間降水量50mm以上の年間発生回数
短時間大雨が増加（出典：気象庁HP）
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指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中
長
期

【農水】現時点で把握している
土石流等の山地災害等リスク
が高い山地災害危険地区（約
13,600地区）の対策着手率
（②）

補足
指標

％ 65（R2） 69 72 75
調
査
中

100
（R18）

80
（R7）

５
か
年

【農水】現時点で把握している
土石流等の山地災害等リスク
が高い山地災害危険地区（約
13,600地区）の実施率（①）

KPI ％ 65（R2） 69 72 75
調
査
中

-
80

（R7）

中
長
期

【農水】現時点で把握している
土石流等の山地災害等リスク
が高い山地災害危険地区（約
13,600地区）の対策完了率
（②）

補足
指標

％ 55（R2） 57 59 60
調
査
中

100
（R27）

63
（R7）

アウト
カム

中
長
期

【農水】森林の山地災害防止
機能等が適切に発揮される集
落の割合（③）

補足
指標

％ 96(R5) - - 96
調
査
中

100
（R10）

-

【【３】山地災害危険地区等における治山対策【農林水産省】（１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

激甚化・頻発化する気象災害や南海トラフ地震等の巨大地震への対応に向け、森林整備保
全事業計画の見直し等を踏まえ、山地災害危険地区や重要なインフラ周辺等のうち特に緊要
度の高いエリア等において、治山施設の整備・強化等を実施する。また、 流域治水対策等と
連携しつつ、森林の防災・保水機能を発揮させる対策を実施する。

KPI

※

＜KPI・指標の定義＞

① （土石流等の山地災害等リスクが高い山地災害危険地区における治山対策の実施箇所数）／
（土石流等の山地災害等リスクが高い山地災害危険地区の全体数）×100

② （土石流等の山地災害等リスクが高い山地災害危険地区における治山対策の着手（完了）箇所
数）／（土石流等の山地災害等リスクが高い山地災害危険地区の全体数）×100

③ 山地災害危険地区のうち、人家等の保全すべき対象の周辺に存する保安林等に指定された地
区において、一定の治山対策の実施により、森林の山地災害防止機能等が適切に発揮された集
落の割合

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

・土石流等の山地災害等のリスクが高い地域において、治山施設の整備・強化等による流木・
土石流・山腹崩壊抑制対策が図られ、KPIが進捗し、重要インフラや集落等が山地災害等から
保全される。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

・アウトカム指標については、治山対策の推進のほか、既往の施行地における山地災害の発
生状況、保全対象となる集落の再編・消失等により、指標の値が変化。

指標 R3 R4 R5 R6※ R7 累計

インプット

予算額（国費） 46,100 30,600 25,600 26,800 29,845 158,945

執行済額（国費） 41,700 28,774 23,773 2,538 96,786

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・目標値は、土石流等の山地災害等リスクが高い山地災害危険地区の箇所数に対
し、近年の予算規模や各年の平均的な実施箇所数等を総合的に勘案し、目標値及
び５か年加速化対策期間における対策着手率及び対策完了率を設定。

・着手率については、経常予算のみでは令和20年度に達成見込みのところ、５か年
加速化対策により重点的に実施することで、令和18年度に達成見込みの想定。

・現行の指標に活用している山地災害危険地区について、気候変動に伴う山地災害
の発生形態の変化等を踏まえ精度向上を図っており、令和6,7年度に新たな調査要
領に基づく危険地区の見直し調査を全国一斉で予定しているため、今後、調査結果
を踏まえた目標値の見直しが必要。

予算投入に
おける配慮
事項

・短時間豪雨の増加や地震等により、全国各地で多様な山地災害が発生しており、
新たに生じた要対策箇所への対応もしつつ、KPIの進捗向上を図る必要があること
から、予算配分に当たっては、山地災害の発生状況等も考慮。

地域条件等
を踏まえた
対応

・気候変動に伴う大雨の激化・頻発化により、これまで山地災害が比較的少なかった
北海道・東北地方などにおいても豪雨災害が発生するなど、全国各地で山地災害
が激甚化かつ同時多発的に発生する傾向であることを踏まえ、引き続き、森林の国
土保全機能の更なる高度発揮に資する治山対策を強化・推進。

・氾濫した河川の上流域等、流域治水プロジェクトの推進エリアにおいて、土砂・流木
の流出を抑制するための治山施設の設置や森林の水源涵養機能の向上のための
保安林整備等を推進。

＜地域条件等＞

・我が国の森林は急峻な地形や脆弱な地質条件下にあり、
豪雨や地震等により全国で山地災害が発生。
・山地災害の規模・箇所は年間・地域間で大きなバラつき。
・３か年緊急対策、５か年加速化対策期間（平成30年以降）も、
平成30年７月豪雨や北海道胆振東部地震、令和元年
東日本台風、令和２年７月豪雨、令和６年能登半島
・豪雨など、毎年のように激甚な山地災害が発生。

■ 都道府県別山地災害発生状況
（平成30年～令和６年）

■ 山地災害発生状況（年別：箇所数・被害額）
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【凡例】山地災害等被害額

■＝被害額 100億円以上

■＝被害額 50  ～ 100億円未満

■＝被害額 30  ～ 50億円未満

■＝被害額 1 ～ 30億円未満

、

1

被

額

【凡例】山地災害等被害額

■＝被害額 100億円以上

■＝被害額 50  ～ 100億円未満

■＝被害額 30  ～ 50億円未満未未未

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
大雨の激化・頻発化により、山地災害１箇所当たりの被害額が増加する傾向にあるなど、
治山対策コストの増大が課題。
建設事業者の減少・高齢化等が進む中、地形等の条件が不利な山間奥地で安全かつ効
率的に事業を実施するため、ICT活用工事の導入を推進。

＜目標達成見通し判断の考え方＞

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

山地災害等リスクが高い山地
災害危険地区の治山対策

令和20年度 令和18年度
毎年度の平均的な事業量及び予算規模

より算定

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により、山地災害危険地区のうち、土石流等の災害の危険性、保全対象の重
要性から特に緊要度の高い地区における治山対策の完了時期を２年前倒し。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
短時間豪雨の増加や地震等により、全国各地で多数の山地災害等が発生する
中で、要対策箇所への対応を図りつつ、KPI対象箇所への対策を進める必要。
建設事業体の全体数の減少が進む中、災害復旧に事業が集中すると、
事業体の確保が困難となり、目標とする事業箇所の進捗の遅れが発生。
資材費や人件費の高騰により事業費が増加しており、計画当初に想定した事業
量を実施可能となるよう、コスト縮減の工夫を継続する。

【３３】山地災害危険地区等における治山対策【農林水産省】 （２／４）

これまでKPI進捗率は順調に推移。資材・人件費の高騰に伴う事業費増への対応や、
激甚化・多様化する山地災害の復旧対応も可能であれば、目標達成は可能の見込み。

○工期短縮の取組事例①（島根県仁多郡奥出雲町稲原地内）

○工期短縮の取組事例②（宮城県伊具郡丸森町 西山国有林）

ドローンやマシンコントロール（MＣ）、マシンガイダンス（MＧ）バックホウ等の活用により、
急斜面への立ち入りが不要となり安全性の向上が図られた。
また、起工測量や掘削作業に係る日数・人員が削減された。【延べ約１週間】

レーザスキャナ（TLS）やマシンコントロール（MＣ）バックホウ等の活用により、現場での
接触事故の回避や高精度・高効率な施工が可能となった。
また、起工測量や出来形管理に係る工期を短縮。【延べ約１週間】

MＧバックホウによる掘削３Ｄモデルによる掘削土量の確認

バックホウ内の様子

３D-MCバックホウによる掘削 レーザースキャナを用いた出来形測量

＜工期短縮など効率的な施工に向けた取組例＞

ババババババババババックホホウウウ内内のの様様様様子子子

５か年加速化対策の予算額（累計）

K
P
I

達
成
率

現時点で把握している土石
流等の山地災害等リスクが
高い山地災害危険地区（約
13,600地区）の実施率
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【３３】山地災害危険地区等における治山対策【農林水産省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

５か年加速化対策等により、土石流等の山地災害等のリスクが高い地域における治山施設の整備・強化等の流木・土石流・山腹崩壊抑制対策を実施。
保全対象の人家や公共施設等への被害を防止・軽減するなどの効果が発現している。

取組状況

効果事例

治治山ダム①  

治山ダム②  

治山ダム③  

保全対象

治山ダム

【３３】山地災害危険地区等における治山対策【農林水産省】 （４／４）

4

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

静岡県浜松市天竜区では、令和４年台風第15号において山地災害が複数発生したが、本対策で治山ダムを設置した地区においては、治山ダムが流出土砂を捕捉し、下流域への被害を未然に防止した。
また、天竜区全体では、山地災害が発生した平成30年７月豪雨と比較し、令和４年台風第15号の方が当時よりも降水規模が大きかったにも関わらず山地災害による被害額は少なかった。

○平成30年７月豪雨と令和４年台風第15号における
降水量と山地災害被害額の比較

・山地災害被害額：静岡県浜松市天竜区における被害額
・降水量の観測地点：天竜

＜取組状況＞
土石流等が発生するおそれがあるため、本対策により、治山ダムを施工。

＜災害外力・効果発現に関するデータ＞
過去に山地災害により被害が発生した平成30年７月豪雨時以上の降水量を観測したものの、山地災害による被害額は3/4に減少。

対策後（治山ダムの設置）

＜当該エリア内の関連施策の実施状況＞
山地災害の未然防止や被害の軽減に向け、静岡県では、

ハード対策とともに、山地災害危険地区への標識の設置など

のソフト対策を実施し、地域住民の危機意識の啓発にも取り

組んでいるところ。

山地災害危険地区等への標識の設置

気候変動に伴う大雨の激化・頻発化により、全国各地で山地災害が激甚化かつ同時多発
的に発生する傾向。
また、令和６年能登半島地震・豪雨においては多数の山腹崩壊等が発生。道路の寸断等
も発生し、被災状況の把握や初動対応にも影響。

豪雨や地震等に起因する山地災害から国民の生命・財産を守るため、引き続き、山地災害
危険地区等における治山施設の整備・強化等による流木・土石流・山腹崩壊抑制対策など
を推進する必要。 R2年7月豪雨による48時間雨量は、

40地点で歴代１位を更新 （出典：気象庁HP）
全国１時間降水量50mm以上の年間発生回数
短時間大雨が増加（出典：気象庁HP）

対策前の状況
（不安定土砂や倒木等が堆積）

降水量と山地災害被害額の比較

・山地災害被害額：静岡県浜松市天竜区における被害額
静岡県浜松市天竜区春野町宮川

（国土地理院 航空写真）

【久保田地区】
山地災害発生なし
５か年加速化対策

を実施

【【奈香地区】

令和４年台風第15号
により山地災害発生

気田川

渓流から流出した土砂が
下流の水路を埋塞

令和４年台風第15号後の状況

治山ダム

被害なし
保全対象側から望む

治山ダムが流出土砂
を捕捉

対策後（治山ダムの設置）
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